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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃焼式ファスナー駆動ツール内部において使用するための燃焼室システムであって、
　長さ及び幅を有し、前記幅に対する前記長さの比によって定義されるアスペクト比が少
なくとも２：１である、予燃室と、
　前記予燃室の上流端部内に画定された、混合気の燃焼を開始するための燃焼開始手段で
あって、前記混合気は火炎面によって前記予燃室の上流端部から下流端部まで該予燃室を
通って伝播する、燃焼開始手段と、
　ポートによって前記予燃室の下流端部に流体的に接続される最終燃焼室であって、ファ
スナーを前記ツールから基板に打ち込むために、該最終燃料室の下流端部に作動可能に配
置される作動ピストンを有する、最終燃焼室と、
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室を通って伝播する
伝播速度を選択的に上昇又は下降させるために前記予燃室内部に配置される第１の障害手
段と、
を有する、燃焼室システム。
【請求項２】
　前記最終燃焼室内部の前記混合気を急速かつ完全に燃焼させることを確保し、それによ
りファスナーを前記ツールから基板に打ち込むために前記作動ピストンにエネルギーが加
えられるようにするために、前記最終燃焼室内部に配置される第２の障害手段をさらに有
する、請求項１に記載の燃焼室システム。
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【請求項３】
　前記最終燃焼室内部の前記混合気を急速かつ完全に燃焼させることを確保するために前
記最終燃焼室内部に配置される前記第２の障害手段は、前記最終燃焼室の上流端部におい
て、前記予燃室を前記最終燃焼室に流体的に相互接続する前記ポートに隣接して配置され
る立体形状物を有し、それにより前記第２の障害手段は、前記予燃室から前記最終燃焼室
内に伝播する火炎面に衝突し、該火炎面を前記最終燃焼室の径方向に分岐する火炎面部分
に分割して、前記最終燃焼室内部に分配される前記混合気の全ての領域に可燃的に点火す
ることを可能にする、請求項２に記載の燃焼室システム。
【請求項４】
　前記立体形状物は、円錐形状を有し、該円錐形状の頂部が前記予燃室を前記最終燃焼室
に流体的に相互接続する前記ポートに面するように配置される、請求項３に記載の燃焼室
システム。
【請求項５】
　前記立体形状物は、円錐、球、プレート及び涙滴を含む群から選定される、請求項３に
記載の燃焼室システム。
【請求項６】
　前記立体形状物の横断面形状は、円形、五角形、長方形、十字形及び不規則多角形を含
む群から選定される、請求項３に記載の燃焼室システム。
【請求項７】
　前記最終燃焼室の一部を形成するとともに前記円錐形状の立体形状物と協働して環状の
流路を形成するための、前記最終燃焼室の径方向に広がる壁部をさらに有し、前記径方向
に分岐する火炎面部分は前記環状の流路内で加速されて伝播し、それにより、ファスナー
を前記ツールから基板に打ち込むために前記作動ピストンにエネルギーが加えられている
間は、前記最終燃焼室内部に分配される前記混合気の全ての領域が可燃的に点火可能にな
る、請求項４に記載の燃焼室システム。
【請求項８】
　前記立体形状が円錐形状、球形状及び涙滴形状のうちの１つを有するときに、前記最終
燃焼室を部分的に形成する壁部は、前記円錐、球又は涙滴の側面と協働して環状の流路を
形成するような形状を有し、前記径方向に分岐する火炎面部分は前記環状の流路内で加速
されて伝播し、それにより、ファスナーを前記ツールから基板に打ち込むために前記作動
ピストンにエネルギーが加えられている間は、前記最終燃焼室内部に分配される前記混合
気の全ての領域が可燃的に点火可能になる、請求項５に記載の燃焼室システム。
【請求項９】
　前記最終燃焼室の一部を形成するとともに前記径方向に広がる壁部より下流に配置され
た径方向に収束する壁部をさらに有し、それにより、前記最終燃焼室内部で発生した燃焼
による圧力、及びエネルギーが、前記作動ピストンに向かって導かれ、ファスナーを前記
ツールから基板に打ち込むために、前記圧力、及びエネルギーが、前記作動ピストンに衝
撃を与える、請求項７に記載の燃焼室システム。
【請求項１０】
　前記予燃室はコイル形状を有し、前記コイル形状の複数のコイル部分は同平面を形成し
、前記アスペクト比が３０：１である、請求項１に記載の燃焼室システム。
【請求項１１】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を上昇させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
の内側周縁壁面近傍であって前記予燃室の上流端部から下流端部にわたって形成される障
害手段を有する、請求項１に記載の燃焼室システム。
【請求項１２】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を上昇させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
の内側周縁壁面上に形成されて前記予燃室の上流端部から下流端部まで延びる連続的渦巻
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形リブ部材を有する、請求項１１に記載の燃焼室システム。
【請求項１３】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を上昇させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
の上流端部から下流端部まで延びる前記予燃室の長さ方向に沿って、該長さ方向に互いに
離れて配置される複数の環状ワッシャーを有する、請求項１１に記載の燃焼室システム。
【請求項１４】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を上昇させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
の互いに幅方向反対側の側壁部において前記予燃室の上流端部から下流端部まで延びる前
記予燃室の長さ方向に沿って、該長さ方向に互いに離れて配置される複数の半円形ワッシ
ャーを有する、請求項１１に記載の燃焼室システム。
【請求項１５】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を下降させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
の長さ方向に沿って、前記予燃室の上流端部から下流端部にわたって形成される障害手段
を有する、請求項１に記載の燃焼室システム。
【請求項１６】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を下降させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
を通る前記火炎面の流れに直交する向きになるように前記予燃室の側壁部を横断して延び
るとともに、前記予燃室の上流端部から下流端部に延びる前記予燃室の長さ方向に沿って
該長さ方向に互いに離れて配置される複数のピンを有する、請求項１５に記載の燃焼室シ
ステム。
【請求項１７】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を下降させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
の上流端部から下流端部まで延びる前記予燃室の長さ方向に沿って該長さ方向に互いに離
れて配置される複数の球体を有する、請求項１５に記載の燃焼室システム。
【請求項１８】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を下降させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
の上流端部から下流端部まで延びる前記予燃室の長さ方向に沿って該長さ方向に互いに離
れて配置される複数のプレートを有する、請求項１５に記載の燃焼室システム。
【請求項１９】
　前記予燃室内部の前記混合気の燃焼速度及び前記火炎面が前記予燃室内を伝播する伝播
速度を下降させるために前記予燃室内部に配置される前記第１の障害手段が、前記予燃室
の上流端部から下流端部まで延びる前記予燃室の長さ方向に沿って該長さ方向に互いに離
れて配置される複数のディスクを有する、請求項１５に記載の燃焼室システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、一般的に言って燃焼式ファスナー駆動ツール内部において使用するための燃焼
室システム、及び前記燃焼室を内部に有する燃焼式ファスナー駆動ツールに関するもので
あり、特には、ファスナーを工作物又は基板の中に移動又は打ち込むための新規かつ改良
された燃焼室システムに関するものである。この燃焼室システムは、予燃室及び最終燃焼
室を有する。予燃室の幅に対する予燃室の長さの比によって定義される予燃室のアスペク
ト比は、少なくとも２：１である。それにより、燃焼プロセスの性能レベル又は出力レベ
ルは劇的に改善され、効果的に作動ピストンの駆動力、加速度及び速度レベルが有効に大
きくなり、ファスナーをそれぞれの基板に打ち込むことができる深さが大きくなる。さら
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に、予め定められた又は様々なタイプの障害物が予燃室及び最終燃焼室の双方に固定式に
組み込まれる。その目的の１つは、燃焼割合と、火炎流又は火炎面が予燃室内で伝播する
速度だけでなく火炎面又は火炎流が最終燃焼室に入る速度とを増減することによってそれ
ぞれを最適に制御することである。もう１つの目的は、圧力のピーク量ができる限り短い
時間に作動ピストン又はファスナー駆動ピストンに有効に加えられるように最終燃焼室内
の未燃焼混合気全体が事実上完全にかつ急速に点火されることを確保することであり、そ
れにより、ツールからファスナーを排出してファスナーを特定の工作物又は基板の中に打
ち込むためにピストンドライバーブレード組体を動かすための所望量のピークエネルギー
又は力が発現される。
【０００２】
【従来の技術】
ファスナーを工作物又は基板の中に打ち込むための燃焼式ファスナー駆動ツールは、従来
周知であり、遠隔電源へのコード又はホースアタッチメントから独立して工作物又は基板
にファスナーを打ち込む能力をユーザーに与える点から見て業界内において非常に望まし
い。この種のツールは、通常、燃焼室、搭載燃料供給源、燃焼室内部の可燃混合気に点火
するための手段、及びファスナーをツールから工作物又は基板の中に打ち込むために、作
動可能にドライバーブレードが接続されている体膨張駆動ピストンを有する。さらに、こ
の種のツール用の効果的なファスナー駆動力が、点火時の可燃混合気の初期絶対圧力、混
合気が燃焼室内部において燃焼する速度、燃焼が行なわれる間のピストンの制御された遅
延運動、及び達成可能な最大燃焼圧力に依存することは周知である。燃焼速度が乱流に正
比例するという事実を考慮して、第１の既知のタイプの燃焼式ファスナー駆動ツールは、
乱流を生じさせるために燃焼室内に配置されたファンを有することによって高い燃焼速度
を達成している。従って燃焼速度は十分に速く、故にピストンドライバーブレード組体が
大幅に動く前に、このツール内は望まれる高い燃焼圧力レベルに達することができる。
【０００３】
第２の既知のタイプの燃焼式ファスナー駆動ツールは、例えば、予燃室及び最終燃焼室を
備える２つ又は２重の燃焼室システムを利用する。このツールにおいて、２つの燃焼室の
間の流体の流れを制御するために、２つの燃焼室間に逆止弁部材が配置され、それにより
、第２の燃焼室又は最終燃焼室内がより高い最高燃焼圧力に達することができる。第１の
燃焼室又は予燃室は、細長い形状を有し、それにより、予燃室の幅又は直径方向の広がり
に対する予燃室の縦方向の長さの比として定義されるアスペクト比が２より大きい。この
ような構造の結果として、未燃焼混合気は、予燃室の上流点火端から逆止弁部材が配置さ
れる予燃室の下流端に向かって進むときに、火炎面の前に押し出される。火炎面が逆止弁
部材を通って第２の燃焼室又は最終燃焼室に入るときに、第２の燃焼室又は最終燃焼室内
で燃焼が生じ、第２の燃焼室又は最終燃焼室内において達する最終の最高燃焼圧力は、第
１の燃焼室又は予燃室から第２の燃焼室又は最終燃焼室に押し込まれる可燃混合気の量に
正比例する。比較的高いアスペクト比で予燃室を構成することによって、低アスペクト比
を特徴とする従来の燃焼室システムによってそれまで可能であった量より多くの量の未燃
焼混合気を火炎面の前に押し出して最終燃焼室の中に押し込むことができることが見出さ
れた。それにより、最終燃焼室内部における燃焼圧力が上がって、最終燃焼室内における
燃焼の効率が上がり、作動ピストンドライバーブレード組体に加えられる作動圧力がより
高くなる。
【０００４】
この種の２重燃焼室システムの例は、Donald L. Van Erden等の２００２年１月１６日に
出願された「スプール形予燃室を有する燃焼室システム（COMBUSTION-CHAMBER SYSTEM WI
TH SPOOL-TYPE PRE-COMBUSTION CHAMBER）」と題する米国特許出願において開示されてい
る。その原理は、本参照をもって本願明細書への記載に変える。第３の既知のタイプの燃
焼式ファスナー駆動ツールは、混合気が第２の燃焼室又は最終燃焼室内で点火されるまで
ピストンのいかなる動きも確実に制限するための付加的構造がツール内に組み込まれるこ
とを除いて、実質的に第２の既知のタイプの燃焼式ファスナー駆動ツールと同様である。
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【０００５】
上記の燃焼式ファスナー駆動ツールは様々な構造上及び作動上の特長を備えるので、商業
的に成功してきたことは明らかであるが、この種の燃焼式ファスナー駆動ツールは、いく
つかの作動上の不利点又は欠点も有する。例えば、可燃混合気の燃焼速度を加速するため
に必要な乱流量を生じるために燃焼室内でファンを使用するには、駆動モーターが必要で
ある。この種のファスナー駆動ツール内で作動するために必要なタイプの小型モーターは
市販されているが、この種のモーターはファスナー駆動操作に特徴的な反復的な震動に耐
えられるように特別に設計され製造されなければならないので、高価である。さらに、こ
の種のモーターは周期的に故障するので、ツールを定期的に整備する必要がある。同様に
、最終燃焼室から予燃室への逆流による圧力損失を効果的に防ぐために予燃室と最終燃焼
室の間の上記の位置に逆止弁を使用する間は、その逆止弁も、未燃焼混合気及び火炎面の
双方を前方に支障なく流れさせることができるように十分に軽くなるように、さらに第２
の燃焼室又は最終燃焼室内部において燃焼が開始されて「閉止」位置に動くときに、加え
られる高い応力に耐えられるよう十分に頑丈になるように、特別に構成されなければなら
ない。特に、経験からこの種の弁は、比較的短い期間内に又は比較的少ない運転サイクル
の結果として歪んで変形することが多いので、頻繁に交換する必要があることがわかって
いる。最後に、ピストン抑制システムは、適切なタイミングでの燃焼という観点から見て
最適の作動特性を示すかも知れないが、この種のシステムは、明らかに付加的構成要素の
使用を必要とするので、ツールのコスト及び重量が増し、また保守の必要性が増す。
【０００６】
さらに燃焼室内部における乱流の発生、燃焼室内部における混合気の燃焼速度及び燃焼室
内部における未燃焼混合気及び火炎面の双方の伝播流速を制御しようとするために、１９
８８年９月２７日にOhtsu等に交付された米国特許第４，７７３，５８１号において別の
タイプの従来の又は先行技術の燃焼式ファスナー駆動ツールが開示されている。上記特許
の図１に実質的に一致する図１からわかるように、要約すると、図示される燃焼式ファス
ナー駆動ツールは、円筒形ハウジング又はシリンダーヘッド１を備え、このハウジングに
おいて、例えばハウジング又はヘッド１の上端は閉鎖されるのに対して、ハウジング又は
ヘッド１の下端は１ａのように開放される。シリンダーヘッド又はハウジング１は、燃焼
室２２を有効に画定し、第２のシリンダー２は、シリンダーヘッド又はハウジング１の下
端に実質的同軸に固定接続されてピストン室を有効に形成し、そのピストン室の内部にピ
ストン３が可動的に配置される。円筒形の案内部材４は第２シリンダー２の下端に実質的
同軸に固定接続され、複数の又はストリップ状のファスナー５を収納するファスナーマガ
ジン７が、案内部材４内に画定される内部案内孔４ａの中にその複数のファスナー５を順
次送ることができるように、円筒形の案内部材４の側壁に固定的に取り付けられる。ファ
スナードライバー又は駆動ロッド６の上端部はピストン３に固定的に取り付けられ、ファ
スナードライバー又は駆動ロッド６の下端部は案内部材４の案内孔４ａ内に同軸に配置さ
れる。
【０００７】
従って、ツールが点火されたときに開始される燃焼条件の下でピストンが下向きに押され
ると、ファスナードライバー又は駆動ロッド６は、案内部材４の案内孔４ａを通じて先頭
のファスナー５を押し、それによりファスナー５がツールから排出される。ツール内部に
おいて燃焼条件に達するために、燃料供給装置８が、燃焼室２２の上端部に燃料を注入す
るようにハウジング又はヘッド１の上端部に作動可能に接続され、また同様に、空気供給
装置９が、燃焼室２２の上端部に空気を注入するようにハウジングすなわちヘッド１の上
端部に同様に動作可能に接続される。このことにより、燃焼室２２に注入される空気及び
燃料は混合気を形成する。ハウジング又はヘッド１の上端壁の上には、高電圧放電を発生
させるための高電圧発生器１１が取り付けられる。発生器１１には、発生器１１によって
電圧が与えられたときに点火スパークを発生するために、スパークプラグ１２が作動可能
に接続される。乱流を強めて、燃焼室２２に充填される混合気の空気成分及び燃料成分の
混合を強化するために、複数の格子又はグリル（grilles）１４ａ、１４ｂ、１４ｃ、１
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４ｄが、燃焼室２２を横断し、それによりツールの縦軸に実質的垂直な平行平面内に配置
されるように、燃焼室２２内部に配置される。従って格子１４ａ、１４ｂ、１４ｃ、１４
ｄは、燃焼室２２を小燃焼室２２ａ、２２ｂ、２２ｃ、２２ｄ、２２ｅに有効に分割する
。特に、グリル又は格子１４ａ～１４ｄの各々は、例えば、複数の開口１３が網状の壁部
２３の間に有効に形成される有孔ディスクを有することができる。
【０００８】
動作中において、空気及び燃料が混合気を形成するように小燃焼室２２ａに注入されて、
格子又はグリル１４ａ～１４ｄ内にそれぞれ画定された開口手段１３を通って小燃焼室２
２ａから小燃焼室２２ｂ～２２ｅ内へ移動又は移入した結果としてこの混合気が燃焼室２
２全体を有効に満たしたときに、高電圧発生器１１に電圧が加えられ、それによりスパー
クプラグ１２が点火スパークを発生させる。既知のように、スパークが小燃焼室２２ａ内
部において混合気に点火すると、混合気が燃焼して炎が生じる。その結果生じる小燃焼室
２２ａ内部の燃焼ガスは膨張して、格子又はグリル１４ａ～１４ｄ内に形成される開口手
段１３を通って未燃焼混合気をピストン３の方向に押す。未燃焼混合気が格子又はグリル
１４ａ～１４ｄの各々に画定された開口１３を連続的に通り抜けるときに、格子又はグリ
ル１４ａ～１４ｄを有する網状の壁部２３が未燃焼混合気の流れに対する障害手段又は障
害物を形成し、この障害物が未燃焼混合気の下流領域に効果的に乱流を生じさせる。従っ
て、炎が開口１３を通って格子又はグリル１４ａを横断すると、未燃焼混合気内に発生す
る乱流の結果として、小燃焼室２２ｂ内において火炎面がより速い速度で進む。火炎面の
速度が上昇することによって、その結果生じる燃焼ガスの膨張の速度が上昇し、それによ
り小燃焼室２２ｂから小燃焼室２２ｃへの未燃焼混合気の流れの速度も上昇する。
【０００９】
その結果、小燃焼室２２ｃ内に存在する未燃焼混合気内により強い乱流が生じ、小燃焼室
２２ｃ内に存在する未燃焼混合気内のより強い乱流は、先の小燃焼室２２ｂ内における場
合よりも速い速度で火炎面を前進させる。従って、前記特許の開示によれば、火炎面の速
度はグリル又は格子１４ａ～１４ｄの各々を連続的に通過するに従って徐々に速まるとも
言える。このようにして、ピストン３及びファスナードライバー又は駆動ロッド６に力を
加えるための混合気の急速な燃焼が明確に保証され、これにより先頭のファスナー５をツ
ールから特定の工作物又は基板に打ち込むことができる。従って、上記のOhtsu等の先行
技術の燃焼式ファスナー駆動ツールは、複数の小燃焼室２２ａ～２２ｅ内部における乱流
状態、混合気の燃焼速度、及び未燃焼混合気及び火炎面の双方の伝播流速に順次有利に作
用するために小燃焼室内の障害物構造を使用するが、Ohtsu等の従来技術の燃焼システム
は、上記の属性又は特性の促進又は開発に関して実際には有利でないカスケード式燃焼形
態を呈する燃焼システムを有する。
【００１０】
より詳細に言うと、実際には、連続的なオリフィスプレートを設けること又は用意するこ
との効果は急速に低下する。その理由は、連続的なプレート又はスクリーンの各々は、火
炎面の伝播速度を維持又は増大させるために必要とされる乱流を再生する前に、短時間で
はあっても実際には火炎面の伝播速度を瞬間的に妨害するからである。さらにOhtsu等の
構造は、混合気の未燃焼成分と燃焼済み成分とを適切に分離しない。Ohtsu等の各プレー
ト構造は、火炎面を複数のセグメント又はフィンガーに分割し、それにより表面積を増大
させて燃焼速度を増大させる点で有利である。しかしそのプレート構造は、火炎面又は燃
焼を前方だけでなく側方にも前進又は発生させる傾向があり、それにより混合気の未燃焼
成分及び燃焼済み成分が混合してシステムの燃焼特性が低下する。さらにOhtsu等の燃焼
システムが、現在の技術水準の燃焼式ファスナー駆動ツールの動作レベルに要求される重
大又は決定的と思われる様々な動作パラメーターを実行できることは明らかではない。よ
り詳細には、Ohtsu等の燃焼システムは、２重燃焼室システムに関するものではなく、ま
た増速モード及び減速モードの双方において、混合気の燃焼速度並びに火炎流又は火炎面
が例えば２重燃焼室システムの予燃室内部において伝播する速度だけでなく火炎流又は火
炎面が最終燃焼室に入る速度を最適に制御できるものではないように思われる。さらにOh



(7) JP 4261254 B2 2009.4.30

10

20

30

40

50

tsu等のシステムは、作動ピストン又はファスナー駆動ピストンから有害な後向き又は逆
向きの反射が生じることなく作動ピストン又はファスナー駆動ピストンに対してピーク値
の圧力が有効に加えられ、それにより作動ピストンドライバーブレード組体を軸方向に動
かすための所望量のピークエネルギー又は力が生じ、ツールからファスナーが排出されて
特定の工作物又は基板の中に打ち込まれるように、最終燃焼室内部の未燃焼混合気全体が
事実上完全かつ急速に点火されることを確保するための手段を有することは明らかではな
い。
【００１１】
従ってこの技術分野において、燃焼式ファスナー駆動ツール内部において使用するための
新規の改良された燃焼室システム、及び増速モード及び減速モードの双方において混合気
の燃焼速度及び火炎流又は火炎面が例えば２重燃焼室システムの第１の燃焼室又は予燃室
内部において伝播する速度だけでなく火炎流又は火炎面が第２の燃焼室又は最終燃焼室に
入る速度を最適に制御するために前記新規の改良された燃焼室システムが組み込まれてい
る新規の改良された燃焼式ファスナー駆動ツール、さらには、作動ピストン又はファスナ
ー駆動ピストンから有害な後向き又は逆向きの反射が生じることなく最短の時間で作動ピ
ストン又はファスナー駆動ピストンに対してピーク値の圧力が有効に加えられ、それによ
り作動ピストンドライバーブレード組体を動かすために所望量のピークエネルギー又は力
が生じ、燃焼式ファスナー駆動ツールからファスナーが排出されて特定の工作物又は基板
の中に打ち込まれるように、最終燃焼室内部の未燃焼混合気全体が事実上完全かつ急速に
点火されるようにするためのシステムが必要とされている。
【００１２】
【特許文献１】
米国特許第４，７７３，５８１号明細書
【００１３】
【発明が解決しようとする課題】
従って本発明の目的は、燃焼式ファスナー駆動ツール内部において使用するための新規の
改良された燃焼室システム、及び前記新規の改良された燃焼室システムを内部に有する新
規の改良された燃焼式ファスナー駆動ツールを提供することである。
【００１４】
本発明のもう１つの目的は、従来又は先行技術の燃焼式ファスナー駆動ツールに特徴的な
様々な動作上の欠点及び不利点を効果的に克服する、燃焼式ファスナー駆動ツール内部に
おいて使用するための新規の改良された燃焼室システム、及び前記新規の改良された燃焼
室システムを内部に有する新規の改良された燃焼式ファスナー駆動ツールを提供すること
である。
【００１５】
本発明のさらなる目的は、増速モード及び減速モードの双方において燃焼速度及び火炎流
又は火炎面が例えば２重燃焼室の予燃室内部で伝播する速度だけでなく火炎流又は火炎面
が最終燃焼室内に入って進む速度を最適に制御できる、燃焼式ファスナー駆動ツール内部
において使用するための新規の改良された燃焼室システム、及び前記新規の改良された燃
焼室システムを内部に有する新規の改良された燃焼式ファスナー駆動ツールを提供するこ
とである。
【００１６】
本発明のさらなる目的は、増速モード及び減速モードの双方において燃焼速度及び火炎流
又は火炎面が例えば２重燃焼室システムの予燃室内部を伝播する速度だけでなく火炎流又
は火炎面が最終燃焼室に入る速度を最適に制御でき、かつ最終燃焼室内部に存在する未燃
焼混合気全体に完全かつ急速に点火できるようにする、燃焼式ファスナー駆動ツール内部
において使用するための新規の改良された燃焼室システム、及び前記新規の改良された燃
焼室システムを内部に有する新規の改良された燃焼式ファスナー駆動ツールを提供するこ
とである。
【００１７】
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本発明の最後の目的は、増速モード及び減速モードの双方において燃焼速度及び火炎流又
は火炎面が例えば２重燃焼室システムの予燃室内部を伝播する速度だけでなく火炎流又は
火炎面が最終燃焼室内に入って進む速度を最適に制御でき、かつ作動ピストン又はファス
ナー駆動ピストンから有害な後向き又は逆向きの反射が生じることなく作動ピストン又は
ファスナー駆動ピストンに対してピーク値の圧力が効果的に加えられ、それによりピスト
ンドライバーブレード組体を動かすための所望量のピークエネルギー又は力が生じ、ファ
スナーがツールから排出されて特定の工作物又は基板に打ち込まれるように、最終燃焼室
内部に存在する未燃焼混合気全体に完全かつ急速に点火できるようにする、燃焼式ファス
ナー駆動ツール内部において使用するための新規の改良された燃焼室システム、及び前記
新規の改良された燃焼室システムを内部に有する新規の改良された燃焼式ファスナー駆動
ツールを提供することである。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
上記及びその他の目的は、燃焼式ファスナー駆動ツール内部で使用するための新規の改良
された燃焼室システム及び前記新規の改良された燃焼室システムを内部に有する新規の改
良された燃焼式ファスナー駆動ツールを提供することにより、本発明の教示及び原理に従
って達成される。燃焼室システムは、例えば、第１の上流予燃室及び第２の下流最終燃焼
室を備える２重燃焼室システムを有する。第１の上流予燃室は、予燃室の幅又は直径方向
の広がりに対する予燃室の長さの比によって定義される高いアスペクト比によって特徴付
けられ、火炎流又は火炎面が燃焼速度及び前記第１の上流予燃室を伝播する速度を選択的
に下降又は上昇させるために、予め定められた様々な障害手段又は障害物が内部に固定的
に組み込まれている。より詳細には、予燃室の軸方向又は縦方向の長さに沿って様々な軸
方向の位置に予燃室を事実上横断又は直径方向に広がる障害物、又は予燃室の軸方向又は
縦方向の長さに沿って様々な軸方向の位置に実質的に予燃室の軸中心に沿って配置される
障害物は、燃焼速度及び火炎流又は火炎面が予燃室内を伝播する速度を遅延又は減速させ
る傾向がある一方、選択的に、予燃室の軸方向又は縦方向の長さに沿って様々な軸方向の
位置に予燃室の内側周縁に沿って実質的円周状に配置される障害物は、燃焼速度及び火炎
流又は火炎面が予燃室内を伝播する速度を増大又は上昇させる傾向がある。
【００１９】
同様に、予め定められた三次元又は立体の幾何学形状を有する障害手段又は障害物が、第
２の下流最終燃焼室内において、第１の上流予燃室を第２の下流最終燃焼室に流体学的に
相互接続するポートのすぐ下流の位置に配置される。このようにして、火炎流又は火炎面
が最終燃焼室に入ったときに、火炎流又は火炎面は有効に分岐して、最終燃焼室の壁に向
かって径方向外側に流れる複数のセクション又は成分に分割され、故に最終燃焼室の直径
方向の広がり全体を横断し、それにより、最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全て
の領域に完全かつ急速に点火する。火炎流又は火炎面は最終的に作動ピストンに接触する
が、その時点までに最終燃焼室内部における急速であるが制御された燃焼の結果として生
じる圧力が有効に作動ピストンに作用することができる。このことにより、所望のピーク
エネルギー及び力でピストンドライバー組体が動かされ、ツールの案内チューブ内部に配
置された特定のファスナーが排出されて特定の基板又は工作物の中に打ち込まれることが
可能になる。
【００２０】
本発明の様々なその他の目的、特徴及びそれらに伴う利点は、添付図面に関連しつつ以下
の詳細な説明からさらに十分に理解されるであろう。添付図面においては、図面全体を通
じて同様又は対応する部分には同様の参照番号が割り当てられる。
【００２１】
【発明の実施の形態】
Donald L. Van Erden等の２００２年１月１６日に出願された「スプール形予燃室を有す
る燃焼室システム（COMBUSTION-CHAMBER SYSTEM WITH SPOOL-TYPE PRE-COMBUSTION CHAMB
ER）」と題する上記の米国特許出願において記載されるように、小型の機械的構造が持つ
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利点により、上記のOhtsu等の特許に開示されるような、軸方向の長さが比較的短く、直
径又は幅が長さよりも一般的にかなり大きい先行技術の燃焼システムが創出された。しか
し、幅に対する長さのアスペクト比が比較的大きいことを特徴とする第１の燃焼室又は予
燃室及び第２の燃焼室又は最終燃焼室を有する２重燃焼室システムに関して行なわれた実
験の結果、アスペクト比が比較的大きい予燃室は、前進する火炎流又は火炎面の前で未燃
焼混合気を第２の燃焼室又は最終燃焼室に押し込むのに非常に効果的であることが明らか
になった。特に、予燃室の点火端から最終燃焼室に連通する予燃室の排出端に向かって進
む火炎面の前で、細長い予燃室から最終燃焼室に注ぎ込まれる燃料及び空気の量が増大す
る。この構造的配置は、最終燃焼室において点火が生じる前に最終燃焼室内の圧力を増大
させ、それにより、最終燃焼室内で生じる燃焼から派生又は得られる力を大幅に増大させ
る。予燃室を細長くすることのみにより、低い整数値に等しいアスペクト比にて最終燃焼
室からの出力の向上が得られ、その点で予燃室には最適のアスペクト比がある。より詳細
には、本発明の原理及び教示の１つに従って、広い範囲の長さ／幅比を有する細長い線形
予燃室がテストされ、アスペクト比が２：１程度に小さいときに顕著な性能の向上が得ら
れることが分かった。アスペクト比が４：１から１６：１の範囲にあるときさらに性能が
強化され、アスペクト比が約１０：１のときピーク性能が得られた。さらに、予燃室は楕
円形、円形、長方形又はその他の断面形状を有することができ、予燃室の長さがその平均
幅寸法より実質的に大きい限り、それら全ての予燃室は所望通りに機能することが分かっ
た。
【００２２】
上記の幾何学的形状を有する細長い又は線形の予燃室の他に、ピストン出力を実質的に増
大できる細長い予燃室は、湾曲していても、又は事実上折り重ねられてもよいことが分か
った。この場合にも、湾曲又は折り重ね予燃室が比較的高いアスペクト比を持つ限り、上
記の性能上の利点を有することができる。さらに、本発明の目的とする利点を得ることの
できる小型の組体を形成するために、予燃室は、湾曲セクションから形成されるか又は湾
曲セクションを有することができる。湾曲セクションは、直列に接続され、互いに重ねら
れ、及び／又は、線形若しくは直線状の燃焼室又は燃焼室セクションと組み合わされる。
さらに、予燃室の幅と厚み寸法に関するアスペクト比は、細長い予燃室の出力性能に影響
し得ることも分かった。例えば、長方形の断面を有する（従って出力性能特性が強化され
ると予想される）細長い予燃室は、幅－厚み寸法のアスペクト比が比較的高い場合には十
分に機能しない。換言すると、細長い予燃室の構造、形状又は形態は、薄いリボン形状に
近づくに従って細くなりすぎて火炎面を消火するので、火炎面は伝播することができない
。より詳細には、実験の結果は、良好に作動するための細長い予燃室の最適又は所望の幅
－厚みアスペクト比は４：１であることを示す。
【００２３】
上記の論証を考慮し、さらに図６を参照すると、燃焼式ファスナー駆動ツール内部におい
て使用するための新規の改良された２重燃焼室システムが、全体として参照記号１０で示
される。特に、第１の上部予燃室は１２で示され、第２の下部最終燃焼室は１４で示され
る。予燃室１２の下流端又は排気端は、第１の予燃室１２を第２の最終燃焼室１４から効
果的に分割する壁１７内部に形成されるポート１６を通じて最終燃焼室１４の上流端又は
吸気端に流体的に接続され、最終燃焼室１４の下流端又は排気端は、作動ピストン１８と
作動可能に結合される。作動ピストン１８は、燃焼式ファスナー駆動ツールのシリンダー
ヘッド２０内の開始位置に配置され、従来どおり、シリンダーヘッド２０は、シリンダー
ハウジング（図示せず）の上流部を形成し、シリンダーハウジング内に作動ピストン１８
が可動的に配置される。次に作動ピストン１８は作動可能にドライバーブレード（これも
図示せず）に接続され、作動ピストン１８が最終燃焼室１４内部で生じる膨張燃焼条件の
影響を受けてシリンダーハウジング内で下向きに動いたときに、ドライバーブレードが先
頭のファスナーを駆動して、ツールファスナーマガジンからツール案内チューブ（図示せ
ず）の中を前進させ案内チューブを通じて基板又は工作物の中に前進させる。
【００２４】
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本発明の原理及び教示に従って第１の予燃室１２を製造するために、図２に示される渦巻
形、コイル状又は螺旋形のコア部材２２が、図３においてさらに詳しく示される予燃室を
成形又は鋳造するために利用される。より詳細には、コア部材２２は、事実上オス部材を
有し、この周りで、メスの予燃室１２を効果的に成形又は鋳造することができ、そのコイ
ル部分は実質的に同平面である。図２から容易に分かる通り、オスのコア部材２２は、径
方向外側の上流端部２４及びオスのコア部材２２の実質的軸中心に又はそれに隣接して配
置される径方向内側の下流端部２６を有する。このようにして、メスの予燃室がオスのコ
ア部材に関する成形技術又は鋳造技術に従って製造されるとき、オスのコア部材２２の上
流端部２４はメスの予燃室１２内に上流吸気端又は入口端部２８を有効に形成し、オスの
コア部材２２の下流端部２６は、同様に、図６に示されるように予燃室１２を最終燃焼室
に流体的に相互接続するポート１６に流体的に接続されるのに適する出口端又は排気端部
３０を有効に形成する。
【００２５】
予燃室１２の上流端部は、さらにハウジング部分３２を画定する。ハウジング部分３２の
内部は、予燃室１２内で燃焼を開始するために適当な点火ジェネレーター及びスパークプ
ラグ要素（図示せず）を有することができる。予燃室内部で燃焼が開始されると、火炎面
又は火炎流はコイル状又は渦巻き形予燃室内に形成される縦に延びる孔３３に沿って矢印
Ｆに示される右回り方向に進んで、予燃室の上流吸気端又は入口端部２８から予燃室の下
流出口端又は排気端部３０に向かって移動することが理解される。予燃室１２の形態がコ
イル状又は渦巻き形であることにより、本発明の固有かつ新規の構造的特徴の１つに従う
予燃室１２の構造は非常に小型であり、さらに本発明の他の固有かつ新規の構造的特徴に
従う予燃室１２の幅又は直径方向の広がりに対する縦方向の長さのアスペクト比は、例え
ば３０：１程度である。
【００２６】
本発明のさらなる他の固有かつ新規の構造的特徴に従って、さらに図２及び図３を参照す
ると、オスのコア部材２２は、ロッド又は管状部材を有し、その外側周縁壁部は予め定め
られた外側周縁直径Ｄ１を有し、コア部材の外側周縁壁部内部に連続的渦巻又は螺旋形の
溝３４が形成され、溝３４は、外側周縁壁部の直径Ｄ１より小さい予め定められた直径Ｄ
２を有する。従って、適切な成形又は鋳造技術によって予燃室を製造するためにオス１２
のコア部材２２が使用される場合、予燃室１２の孔３３を形成する予燃室１２の内側周縁
壁部３５は、オスのコア部材２２の外部直径Ｄ１と実質的に等しい直径を有することが、
図３から容易に分かる。さらに、予燃室１２の内側周縁壁部又は孔３３は連続的渦巻又は
螺旋形のリブ又はボス部材３６を有し、連続的渦巻又は螺旋形リブ又はボス部材３６の個
々の部分は、予燃室１２の孔３３の縦方向の長さに沿って軸方向にある間隔を有する複数
の位置に形成又は配置されるので、オスのコア部材２２の連続的渦巻又は螺旋形溝部３４
の外部直径Ｄ２に実質的に一致する内部直径Ｄ２を有する連続的渦巻形ボス又はリブ部材
３６を有効に形成する。
【００２７】
連続的渦巻又は螺旋形環状リブ又はボス部材３６を予燃室１２の縦方向長さ全体に延びる
ように予燃室１２の内側周縁壁部３５に設ける理由は、このようなリブ又はボスを予燃室
１２の内側周縁壁部３５の付近又はこれに隣接して成形、配置又は設置することが、予燃
室１２内部に配される混合気の燃焼速度及び火炎流又は火炎面が予燃室１２内において軸
方向又は縦方向に下流に向かって通過又は伝播する速度を劇的に上昇させることが明らか
になったからである。同様に、図４からよくわかるように、連続的渦巻形リブ又はボス部
材３６を予燃室１２の内側周縁壁部３５に形成する代わりに、複数の個別のワッシャー部
材を予燃室１２の縦方向長さ全体にわたって予燃室１２の内側周縁壁部３５の軸方向又は
縦方向にある間隔を有する位置に固定的に配置することができ、例として、この種の複数
のワッシャー部材が、予燃室１２の軸方向又は縦方向に延びる限られた部分についてのみ
３８～４６として示されている。このような軸方向又は縦方向にある間隔を有する位置に
複数のワッシャー部材を配置又は使用することは、連続的渦巻形リブ又はボス部材３６を
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使用する場合と実質的に同じ効果を有し、予燃室１２の内側周縁壁部３５付近又はこれに
近接してこの種の環状ワッシャー部材を設置又は配置することによって、同様に予燃室１
２内部に配される混合気の燃焼速度及び火炎流又は火炎面が予燃室１２内を軸方向又は縦
方向に下流に向かって通過又は伝播する速度を劇的に上昇させる。
【００２８】
さらに、例えば図４に概略図示されるワッシャー部材３８～４６のような個別の環状ワッ
シャー部材の代わりに、半ワッシャー部材を予燃室１２の互いに直径方向反対側の内側周
縁壁部に予燃室１２の軸方向又は縦方向の長さに沿って交互に固定することができる。よ
り詳細には、例えば、完全な環状のワッシャー部材３８の代わりに、半ワッシャー又は半
円形ワッシャー部材３８’を図４に特に示されるように予燃室１２の上部内側周縁壁部の
軸方向の位置に固定的に配置し、半ワッシャー又は半円形ワッシャー部材３８’と共に、
さらなる半ワッシャー又は半円形ワッシャー部材４０’、４２’、４４’、４６’を予燃
室１２のそれぞれ下部及び上部内側周縁壁部に固定的に配置することができる。このよう
にして、図３に示されるような連続的渦巻形リブ又はボス部材３６といくらか類似する実
質的渦巻形凸状構造が形成されて、同様に予燃室内部に分配される混合気の燃焼速度及び
火炎流又は火炎面が予燃室内部を軸方向又は縦方向に下流に向かって通過又は伝播する速
度を劇的に上昇させる。
【００２９】
次に図５を参照すると、同様に、図３に示されるように予燃室１２の内側周縁壁部３５に
関連して連続的渦巻形リブ又はボス部材３６を上記のように設けることによって得られる
結果、又は図４に示されるように予燃室１２の内側周縁壁部３５に関連して環状又は半円
形ワッシャー部材３８～４６、３８’～４６’を上記の通り設けることによって得られる
結果とは事実上逆になるように、ある構造物を予燃室内に組み込むことにより、予燃室内
部に配される混合気の燃焼速度及び火炎流又は火炎面が予燃室内を軸方向又は縦方向に下
流に向かって通過又は伝播する速度に影響を与えることができる。より詳細には、予燃室
の軸方向にある間隔を有する位置に配置された側壁部に複数のピン４８が固定的に取り付
けられ、それらのピン４８は、予燃室１２の横断方向又は直径方向に延びて、予燃室１２
の縦軸及び火炎流又は火炎面の移動又は伝播の方向Ｆに実質的に直交する。
【００３０】
予燃室内に横向きの複数のピン４８を配置する代わりに又はそれらに関連付けて、予燃室
内において予燃室１２の孔３３の縦軸又は軸方向中央位置に沿って軸方向にある間隔を有
する位置に複数の球、球体、ディスク又はプレート５０を同様に配置することができる。
予燃室１２内部に複数のピン４８又は球、球体、ディスク又はプレート５０を上記の通り
配置し、特定の向きにすることによって、予燃室内部１２に分配される混合気の燃焼速度
及び火炎流又は火炎面が予燃室１２内において軸方向又は縦方向に下流に向かって通過又
は伝播する速度を下降させることができることが確認された。
【００３１】
従って、予燃室内１２に配置されるピン４８及び球、球体、ディスク又はプレート５０の
個数及び特定の軸方向位置を選択的に選ぶことによって、予燃室１２内部の混合気の燃焼
速度及び火炎流又は火炎面が予燃室内１２において軸方向又は縦方向に下流に向かって通
過又は伝播する速度を様々な程度に下降させることができる。さらに、本発明の原理及び
教示に従って、図５に示されるような燃焼速度及び伝播速度下降用構造４８、５０を、そ
れぞれ図３及び図４に示される燃焼速度及び伝播速度増速用構造３６及び３８～４６、３
８’～４６’と組み合わせて、予燃室１２の混合気燃焼速度及び火炎流又は火炎面の伝播
速度特性を最適に制御することができることが容易に理解される。火炎流又は火炎面が最
終燃焼室１４に入ったときに最終燃焼室１４内における点火が最適な状態で行なわれるよ
うに、十分な速さの火炎流又は火炎面の伝播速度を確保することが非常に重要である。
【００３２】
次に図６を参照すると、最終燃焼室１４内部に配される混合気の完全かつ急速な燃焼及び
火炎面又は火炎流の伝播速度を上昇させ又はこれに有利に影響するために最終燃焼室１４
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を構成する、種々の構成要素の詳細が示される。より詳細には、前述したように、予燃室
１２内部の混合気の一部に点火する結果として、火炎面又は火炎流は予燃室１２内を伝播
し、火炎面又は火炎流の前に混合気の残りの部分を有効に押し込むので、残留混合気及び
火炎面又は火炎流はポート１６を通って最終燃焼室１４に入る。本発明の固有かつ新規の
原理及び教示に従って、最終燃焼室１４内部の混合気の完全かつ急速な燃焼及び火炎面又
は火炎流の伝播速度を上昇させ又はこれに有利に影響するために、障害物５２が最終燃焼
室１４内に固定的に組み込まれて、ポート１６付近又はこれに隣接して配置される。
【００３３】
より詳細には、障害物５２は、例えば頂部５４がポート１６に面し又は隣接して配置され
る円錐形の形状を備えた、立体又は三次元の幾何学形状を有する。このことにより、混合
気及び火炎面又は火炎流は、予燃室１２から最終燃焼室１４に入ったときに円錐形の障害
物５２の頂部５４に衝突し、例えばＦ１及びＦ２として概略図示される複数の流れに有効
に分割される。実際には最終燃焼室１４及び障害物５２は三次元形状を有するので、元の
混合気及び火炎面又は火炎流は略図的に示される流れＦ１及びＦ２だけでなく多数の流れ
に有効に分割されることが、当然理解されるであろう。さらに、部分的に最終燃焼室１４
を形成する上流壁部５６はポート１６から径方向外側に延び、実質的に障害物５２の形状
と幾何学的に対応するので、円錐形の障害物の円錐表面部分と協働して流路５８を有効に
形成し、その流路内に、上述のように径方向に広がるように様々な流体流れＦ１及びＦ２
を導くことができる。従って流路５８は、流路５８を通る流体流れが増速又は加速される
点で、予燃室１２の孔３３内に形成される流路と流体的にやや類似する。
【００３４】
より詳細には、火炎面又は火炎流は、ポート１６から作動ピストン１８に向かって下流に
流れるときに、周知の境界面条件又は特性によって最終燃焼室１４の上流壁部５６及び障
害物５２の双方の内面部分に付着又はその付近に停滞する傾向があるので、連続的に径方
向外側に広がる環状火炎面又は火炎流を有効に形成する。このようにして、広がっていく
火炎面又は火炎流は、最終燃焼室１４全体で効果的に未燃焼混合気を巻き込み又はこれと
接触して、それに点火する。さらに、最終燃焼室１４の下流壁部６０は収束するので、最
終燃焼室１４内部で発生した燃焼による圧力、力及びエネルギーは効果的に作動ピストン
１８に向かって導かれ、望ましい必要な量の作業エネルギー及び力で作動ピストンに衝突
する。円錐形の障害物５２が最終燃焼室１４の上流端に使用され、配置され、存在する結
果として、さらに、最終予燃室１４の斜め向き又は末広がりの上流壁部５６と組み合わせ
て円錐形の障害物５２が使用され、配置され、存在する結果として、火炎面又は火炎流は
最終燃焼室１４の幅又は直径方向全体に完全に行き渡ることができる。従って最終燃焼室
１４内における燃焼の２つの非常に重要な特徴又は特性、すなわち、最終燃焼室１４内部
に存在する混合気の完全な燃焼と、必要な量又は適当な速度での混合気の燃焼とが得られ
ることが理解されよう。
【００３５】
例えば、最終燃焼室１４内部の火炎面又は火炎流の速度が遅すぎる場合は、最終燃焼室内
部の混合気の部分燃焼が生じて、ツール１０からファスナーを押し出すためのピーク出力
を引き出すために作動ピストンに作用するピーク出力及びエネルギーを発現する燃焼プロ
セスの前に、作動ピストンの移動が開始される。他方、最終燃焼室１４内部の火炎面又は
火炎流の速度が速すぎて最終燃焼室内部の混合気全体に完全に点火せずに火炎面又は火炎
流が最終燃焼室１４の通過を完了する場合にも、燃焼プロセスからピーク出力及びエネル
ギーを引き出すことができず、さらに、火炎面又は火炎流は作動ピストン１８によってポ
ート１６に向かって最終燃焼室１４の中に跳ね返されて、不都合である。これは最終燃焼
室１４内部の燃焼条件に悪影響を与え、かつ最終燃焼室内において発現する圧力、力及び
エネルギーの作動ピストン１８への伝達に悪影響を及ぼし、それによりファスナーの駆動
に関して作動上の悪影響が生じるので、全く望ましいものではない。
【００３６】
図７（ａ）～（ｈ）を参照すると、図７（ａ）は、第２の最終燃焼室の上流端部内におけ
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る円錐形障害物５２の使用を示している点で図６に実質的に合致している。また図７（ａ
）は、前述のように適切又は最適に流路５８及び流体の流れＦ１及びＦ２を形成するため
に、壁部５６が円錐形障害物５２の側壁部の形状又は外形に実質的に対応する構造的形状
又は外形を有することを特に示す。さらに、本発明の原理及び教示に従って、障害物５２
の円錐形とは異なる幾何学的形状を有する障害物を第２の最終燃焼室１４内部において利
用できる。より詳細には、図７（ｂ）は、実質的に円錐形であるが、直線の側壁部を有す
る円錐形障害物５２の代わりに障害物１５２の上流側壁部が実質的に凹状に湾曲している
のに対して、障害物１５２の下流側面部が凸状に湾曲している障害物１５２を示している
。従って、部分的に最終燃焼室１１４を形成する壁部材１５６は、障害物１５２の側壁部
の形状又は外形に有効に適合する形状又は外形を有するので、障害物１５２の側壁部と構
造的に協働して適切又は最適に流路１５８を形成することが分かる。
【００３７】
続いて、図７（ｃ）は、実質的に球形を有する障害物２５２を示しており、これに応じて
、部分的に最終燃焼室２１４を形成する最終燃料室上流壁部２５６は、球形障害物２５２
の側壁部の形状又は外形と有効に適合する形状又は外形を有するので、障害物２５２の側
壁部と構造的に協働して適切又は最適に流路２５８を形成する。同様に、図７（ｄ）を参
照すると、側壁部が直線である代わりに障害物３２５の側壁部が凹状に湾曲している以外
は実質的に円錐形を有する障害物３５２が示されている。これに応じて、部分的に最終燃
焼室３１４を形成する最終燃焼室の上流壁部３５６は円錐形障害物３５２の側壁の形状又
は外形に有効に適合する形状又は外形を有するので、障害物３５２の側壁部と構造的に協
働して適切又は最適に流路３５８を形成する。
【００３８】
さらに、図７（ｅ）に示されるように、実質的に平板の形態を有する障害物４５２を最終
燃焼室４１４内部において利用することができ、一方、図７（ｆ）においては、実質的に
涙滴形を有する障害物５５２が開示されている。これに応じて、部分的に最終燃焼室５１
４を形成する最終燃焼室の上流壁部５５６は涙滴形障害物５５２の側壁部の形状又は外形
に有効に適合する形状又は外形を有するので、障害物５５２の側壁部と構造的に協働して
適切又は最適に流路５５８を形成する。図７（ｇ）は、実質的に涙滴形の形状又は形態を
有する点で図７（ｆ）において示される涙滴形障害物５５２と実質的に同じであるが、涙
滴形障害物６５２の縦方向の向きが図７（ｆ）において示される涙滴形障害物５５２の向
きと事実上逆である障害物６５２を開示している。これに応じて、部分的に最終燃焼室６
１４を形成する最終燃焼室上流壁部６５６は涙滴形障害物６５２の側壁部の形状又は外形
と有効に適合する形状又は外形を有するので、障害物６５２の側壁部と構造的に協働して
、図７（ｆ）において示される障害物システムと同様であるが逆向きに、適切又は最適に
流路６５８を形成することが分かる。最後に、図７（ｈ）において開示されるように、ポ
ート７１６向きに配される障害物７５２の上流側の面が凹面又は半月形を有する以外は図
７（ｅ）の平板４５２の形態と実質的に類似する形態を有する障害物７５２も、最終燃焼
室７１４内部において使用することができる。
【００３９】
さらに、進入する火炎面の望ましくないポート４１６、７１６向きの跳ね返りを防ぐため
に、また分割された流体流れＦ１及びＦ２が最終燃焼室上流側壁４５６及び７５６に向か
って半径方向外向きに流れることができるようにするために、平板形及び半月形障害物４
５２、７５２に関しては、それぞれ図７（ａ）～（ｄ）、（ｆ）及び（ｇ）において開示
されるポート１６、１１６、２１６、３１６、５１６、６１６に対する障害物５２、１５
２、２５２、３５２、５５２、６５２の相対的配置よりも下流側に、又はポート４１６、
７１６から離して配置されることが好ましい。故にさらに、それぞれの最終燃焼室４１４
、７１４を部分的に形成する最終燃焼室上流側壁部４５６、７５６は障害物４５２、７５
２の形状又は外形とは実際には適合しないことは明らかであるが、流路４５８、７５８内
での流体流れＦ１及びＦ２を有効に容易にし又は促進する形状又は外形を有することが分
かる。
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【００４０】
最後に図８（ａ）～（ｆ）を参照すると、図７（ａ）に示される障害物５２は、８－８線
に沿って見たときの断面形状が図８（ａ）において開示される円形８５２ａになるような
幾何学的に真の円錐形とすることができるが、一般に障害物は、軸方向には円錐形５２の
断面形状と同様の断面形状を有しつつも横断面形状は円形ではない他の幾何学的形状を有
することができる。より詳細には、障害物５２に類似する障害物は、代わりに、例えば、
図８（ｂ）において８５２ｂで示される五角形、図８（ｃ）において８５２ｃで示される
長方形、図８（ｄ）において８５２ｄで示される十字形又はＸ形、図８（ｅ）において８
５２ｅで示される直径方向延長部を有する円形、及び図８（ｆ）において８５２ｆで示さ
れる抵当な不規則多角形を選択的に備えた横断面形状を有することができる。
【００４１】
従って、本発明の教示及び原理に従って、燃焼式ファスナー駆動ツール内部において使用
するための新規の改良された燃焼室システム及び前記新規の改良された燃焼式システムを
内部に有する新規の改良された燃焼式ファスナー駆動ツールが開示されており、このツー
ルにおいて、燃焼室システムは、例えば第１の上流予燃室及び第２の下流最終燃焼室を備
える２重燃焼室システムを備え、第１の上流予燃室は高いアスペクト比を特徴とし、予燃
室には燃焼速度及び火炎流又は火炎面が予燃室内を伝播する速度を選択的に下降又は上昇
させるために予め定められた様々な障害物が固定的に組み込まれる。同様に、第２の下流
最終燃焼室内部には、第１の上流予燃室を第２の下流最終燃焼室に流体的に相互連通する
ポートのすぐ下流の位置に予め定められた三次元又は立体の幾何学形態を有する障害物が
配置される。
【００４２】
このようにして、火炎流又は火炎面が最終燃焼室に入ると、火炎流又は火炎面は、有効に
分岐して複数のセクション又は成分に分割され、最終燃焼室の壁に向かって半径方向外側
に流れて、最終燃焼室の直径方向全体に行き渡ることによって、最終燃焼室内部に存在す
る未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点火する。火炎流又は火炎面は、最終的に
作動ピストンに衝突し、そのときまでに、最終燃焼室内における急速であるが制御された
燃焼の結果として生じた圧力は作動ピストンに有効に作用する。それにより、所望のピー
クエネルギー及び力でピストンドライバー組体が動かされ、次にツールの案内チューブ内
に配置される特定のファスナーが排出されて、特定の基板又は工作物に打ち込まれる。
【００４３】
上記の教示を考慮すると、本発明について多くの変形及び修正が可能であることは明らか
である。従って、添付の特許請求の範囲内において、本発明は本明細書に記載される以外
の方法でも実施可能であることを理解すべきである。
【図面の簡単な説明】
【図１】従来又は先行技術のあるタイプの燃焼式ファスナー駆動ツールの断面図である。
【図２】燃焼式ファスナー駆動ツール内部の２重燃焼室システムの一部として使用するた
めの予燃室の成形製造に関連して使用されるコア部材の斜視図であり、このシステムにお
いて予燃室は本発明の原理及び教示に従って固有に開発された構造的特徴を有する。
【図３】予燃室の内側周縁壁部に形成されその軸方向又は縦方向の長さ全体に延びる連続
的渦巻又は螺旋形リブ又はボスの形状を有する燃焼速度及び火炎流伝播増速用障害物構造
の第１の実施形態を、本発明の原理及び教示に従って内部に有する予燃室の上面図であり
、この場合、予燃室は図２に示される成形コア部材から製造される。
【図４】本発明の原理及び教示に従って開発された、予燃室の軸方向又は縦方向の長さ全
体に広がるように予燃室の内側周縁壁部に成形又は固定される複数の軸方向にある間隔を
有する位置に配置された環状ワッシャーの形状を有する燃焼速度及び火炎流伝播増速用障
害物構造の第２の実施形態の概略図である。
【図５】本発明の原理及び教示に従って開発された、予燃室の内部で直径方向に延び又は
予燃室の軸中心に配置され、予燃室の軸方向又は縦方向の長さ全体に延びる複数の軸方向
にある間隔を有する位置に配置されたピン、プレート、球等の形状を有する、燃焼速度及
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び火炎流伝播下降用障害物構造の第３の実施形態の概略図である。
【図６】燃焼式ファスナー駆動ツールに関連して使用するための本発明の原理及び教示に
従って構成される新規の改良された燃焼室システムの概略立面図であり、この場合におい
て燃焼室システムは、第２の最終燃焼室に流体的に接続される第１の予燃室を有し、また
立体の円錐形要素形状の燃焼速度及び火炎流伝播増速用障害物構造の第４の実施形態が第
２の燃焼室又は最終燃焼室内部に組み込まれており、第１の燃焼室又は予燃室から第２の
燃焼室又は最終燃焼室に入る火炎流又は火炎面を複数の火炎流又は火炎面の成分に分割し
て、第２の燃焼室又は最終燃焼室全体に火炎流又は火炎面を分岐させるので、第２の燃焼
室又は最終燃焼室内全体に分配される混合気全体を完全かつ急速に燃焼することができる
。
【図７】（ａ）最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点
火して作動ピストンドライバー組体に作用するためのピークエネルギー及び力の特性を生
じさせるために第２の最終燃焼室内に配置し利用できる様々な形態の障害物を示す概略図
である。
（ｂ）最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点火して作
動ピストンドライバー組体に作用するためのピークエネルギー及び力の特性を生じさせる
ために第２の最終燃焼室内に配置し利用できる様々な形態の障害物を示す概略図である。
（ｃ）最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点火して作
動ピストンドライバー組体に作用するためのピークエネルギー及び力の特性を生じさせる
ために第２の最終燃焼室内に配置し利用できる様々な形態の障害物を示す概略図である。
（ｄ）最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点火して作
動ピストンドライバー組体に作用するためのピークエネルギー及び力の特性を生じさせる
ために第２の最終燃焼室内に配置し利用できる様々な形態の障害物を示す概略図である。
（ｅ）最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点火して作
動ピストンドライバー組体に作用するためのピークエネルギー及び力の特性を生じさせる
ために第２の最終燃焼室内に配置し利用できる様々な形態の障害物を示す概略図である。
（ｆ）最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点火して作
動ピストンドライバー組体に作用するためのピークエネルギー及び力の特性を生じさせる
ために第２の最終燃焼室内に配置し利用できる様々な形態の障害物を示す概略図である。
（ｇ）最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点火して作
動ピストンドライバー組体に作用するためのピークエネルギー及び力の特性を生じさせる
ために第２の最終燃焼室内に配置し利用できる様々な形態の障害物を示す概略図である。
（ｈ）最終燃焼室内部に存在する未燃焼混合気の全ての領域に完全かつ急速に点火して作
動ピストンドライバー組体に作用するためのピークエネルギー及び力の特性を生じさせる
ために第２の最終燃焼室内に配置し利用できる様々な形態の障害物を示す概略図である。
【図８】（ａ）例えば図７（ａ）の８－８線に沿って見たときの、燃焼式ファスナー駆動
ツール内部で使用するための燃焼室システムの第２の最終燃焼室内部において使用できる
図７（ａ）～（ｈ）のような各種障害物が有する特徴的な種々の断面形状を示す断面図で
ある。
（ｂ）例えば図７（ａ）の８－８線に沿って見たときの、燃焼式ファスナー駆動ツール内
部で使用するための燃焼室システムの第２の最終燃焼室内部において使用できる図７（ａ
）～（ｈ）のような各種障害物が有する特徴的な種々の断面形状を示す断面図である。
（ｃ）例えば図７（ａ）の８－８線に沿って見たときの、燃焼式ファスナー駆動ツール内
部で使用するための燃焼室システムの第２の最終燃焼室内部において使用できる図７（ａ
）～（ｈ）のような各種障害物が有する特徴的な種々の断面形状を示す断面図である。
（ｄ）例えば図７（ａ）の８－８線に沿って見たときの、燃焼式ファスナー駆動ツール内
部で使用するための燃焼室システムの第２の最終燃焼室内部において使用できる図７（ａ
）～（ｈ）のような各種障害物が有する特徴的な種々の断面形状を示す断面図である。
（ｅ）例えば図７（ａ）の８－８線に沿って見たときの、燃焼式ファスナー駆動ツール内
部で使用するための燃焼室システムの第２の最終燃焼室内部において使用できる図７（ａ
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）～（ｈ）のような各種障害物が有する特徴的な種々の断面形状を示す断面図である。
（ｆ）例えば図７（ａ）の８－８線に沿って見たときの、燃焼式ファスナー駆動ツール内
部で使用するための燃焼室システムの第２の最終燃焼室内部において使用できる図７（ａ
）～（ｈ）のような各種障害物が有する特徴的な種々の断面形状を示す断面図である。
【符号の説明】
１０…ツール
１２…予燃室
１４…最終燃焼室
１６…ポート
１８…作動ピストン
２０…シリンダーヘッド
２２…コア部材
５２…障害物

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】 【図７】
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